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平成１３年情報処理実態調査（速報）
平成１４年１月１６日
情報処理振興課

  平 成 １ ３ 年 度 の 情 報 処 理 実 態 調 査 の 調 査 結 果 が 集 計 さ れ ま し た の で 、 以
下の通り、公表致します。

Ⅰ．調査の概要 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１．調査の目的
　本調 査 は 、 コ ン ピ ュ ー タ の 普 及 状 況 等 企 業 に お け る IT 投 資の実態
を把握するため、昭 和 ４ ４ 年 か ら行 わ れ て い る 政 府 統 計 で あ る 。

　２．調査対象の範囲
　 調 査 対 象 企 業  9,500 社 に つ い て 調 査 を 行 い 、 そ の う ち 回 答 が 得 ら
れた企業は 4,683 社 （ う ち 中 小 企 業 ： 24 . 1％ ）。 回 収 率 は 49． 2％ で
あった。

     　 　 　 　 　　
　３．調査対象期日および調査対象期間
　 　 　 調 査 期 日：平成 13 年 3 月 31 日 現 在
　 　 　 調 査 期 間：平成 12 年 4 月 1 日 ～ 13 年 3 月 31 日 ま での１年間
　
　４．今回のポイント
①  2 0 0 0 年 度 に お け る 本 調 査 対 象 企 業 の １ 人 当 た り の パ ソ コ ン 所 有 台
数は、 0 . 8 4 台、 L A N の導入率は 9 4 %と な っ た 。 因 み に 、 1 9 9 5 年度
は同約 0 . 3 台 、 同 約 5 0％ で あ っ た こ と か ら 、 引 き 続 き パ ソ コ ン や
LAN の 普 及 が 一 段 と 進 ん で い る こ と が 見 受 け ら れ る 。
②  I T の 活 用 に 要 し た 経 費 （ 以 下 「 I T 投 資 」 と い う 。） の 内 訳 を 見 る
と、 1 9 9 5 年度に 4 0 %あったハードが 2 0 0 0 年 度 で は 3 0 %を下回る一
方で、 1 9 9 5 年度に 2 8 %であったソフト・ サ ー ビ ス が 、 2 0 0 0 年 度 で
は 4 0 %へと伸びるなど、 I T 投 資 面 で も ハ ー ド 、 ソ フ ト の 逆 転 現 象 は
顕著となっている。
③  I T の 活 用 法 と し て は 、 引 き 続 き 受 発 注 ・ 商 品 取 引 管 理 や 給 与・ 人
事・ 労 務 管 理 な ど 従 来 の 用 途 が 高 い 比 率 を 占 め る 一 方 、 顧 客 情 報 管
理や 技術情報管理等、ナレッジマネジメント （ KM）な ど の 新 し い 分
野の活用の伸びはあまり見られなかった。ただし、 2 0 0 0 年 度 に お い
ては、販売・ 在 庫 管 理 に I T を 活 用 し た と 回 答 す る 企 業 の 増 え た の が
特 徴 で 、 こ れ は い わ ゆ る サ プ ラ イ チ ェ ー ン マ ネ ジ メ ン ト （ S C M） の
普及を反映しているものと考えられる。

Ⅱ  概   況
  IT 基 本 法 に よ り 、 IT 関 係 の 統 計 の 整 備 が 求 め ら れ た こ と を 受 け 、 平
成 ８ 年 以 来 ５ 年 ぶ り に 調 査 項 目 を 大 幅 に 見 直 し た 。 特 に 、 電 子 商 取 引 に
関 す る 調 査 を 今 年 か ら 実 施 す る 。
１．調査項目
１ ． 情 報 処 理 関 係 諸 経 費 の 状 況 及 び 見 通 し
２ ． 情 報 処 理 要 員 の 状 況
３．コンピューターの形態別保有台数
４．ネットワーク及びインターネットの利用状況
５ ． コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム に 接 続 さ れ て い る 通 信 回 線 の 種 類 別 利 用 状 況
６．適用業務別情報システムの活用・開発状況
７．電子商取引における情報システムの活用状況及び取引高



※ 情 報 処 理 要 員 の 解 説
ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 利用者： 社 内 に あ る コ ン ピ ュ ー タ を 利 用 し て 業 務 を 行 っ て い る 者
ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 管理者： 各 事 業 部 門 に お い て サ ー バ 管 理 や プ リ ン タ 設 定 な ど 日 常 的 な
ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ や ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ の 管理に従事する者。
SE： ｼ ｽ ﾃ ﾑ ･ ﾌ ﾟ ﾗ ﾝ ﾅ 、 ｼ ｽ ﾃ ﾑ ･ ｱ ﾅ ﾘ ｽ ﾄ 。 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 分 析から ｼ ｽ ﾃ ﾑ 設 計を行い、 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 設 計書を
取 り ま と め る 者 。

２．調査結果

１． IT 投資の状況及び見通し

　事業収入が平成９年度を

ピークに減少に転じている

に も 関 わ ら ず 、 I T 投 資 の

事業収入に占める割合（ I T

投資／事業収入）は、伸び

続け、約 1 . 2％ と な っ て い

る 。 ま た 、 平 成 ７ 年 か ら

IT 投 資 の 内 訳 を 見 る と 、

平 成 ７ 年 度 に は 40%で あ っ た

ハ ー ド が 、 今 年 度 は 30%を 下

回 っ て い る 一 方 で 、 ソ フ ト と

サ ー ビ ス が 続 伸 し 、 平 成 7 年

度 に は 28%で あ っ た の が 、 平

成 １ ２ 年 度 は 40%へ と 伸 び て

いる。

　また、今後の IT 投資額の見

通しについては、回答企業平均

で約７％程度増加する見込みと

なっている。

２．情報処理要員の概要

  １企業当たりのコンピュータの利用者は、対従業員総数比で 60.8%と

なっている。これは、 10 人に平均 8 台コンピューターがある一方で、

コンピューターを業務に活用している者は、 10 人中 6 人となっている

ということであり、 1 人 1 台化を進めている企業と部門毎に数台配置す

る企業とが引き続き二極化していていることを示している。

　なお、総企業平均で見ると、総平均利用者数 648.2 人 に 対 し 、 コ ン

ピューター管理者 9.9 人（ 1.5％）、ＳＥ： 12.2 人、プログラマ： 7.6 人、

ネットワーク管理者： 2.3 人、システム企画・管理者数 ： 3.5 人となっ

ている。また、外部要員は 32.3 人となっている。

情報処理関係諸経費の内訳の推移
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３．コンピューターの形態別保有台数

　１ 人 当 た り の コ ン

ピュータ保有台数は、毎

年増え続け、本年度は、

0.84 台 と な っ た 。 形 態

別に総企業平均導入台数

でみると、メインフレー

ム 23.1 台 、 ワ ー ク ス

テーション 128.1 台、パ

ソコン 622.0 台（平成７

年度は 359.9 台）、携帯ネットワーク 78.5 台となっており、パソコンの

普及の進展が伺われる数字となっている。

  

４．ネットワーク及びインターネットの利用状況

　 LAN の導入率も、毎年増え続けており、本年度は、 94%に達してお

り、インターネットに接続しいている企業は 91%となっている。

　さらに、１企業当たりの電子メールの I D 数は 619.2 個となっており、

ほぼパソコン１台に１つの ID が与えられていることがわかる。ドメイ

ン登録件数は 9.1 個となっている。

５．コンピュータシステムに接続されている通信回線の種類別利用状況

　１企業当たりの毎月の通信料金は、ダイヤルアップ方式が 44.3 万 円

（うち電話線： 41.6 万円、その他回線： 2.7 万円）、専用線が 232.7 万

円（うち電話線： 101.8 万円、 CATV： 0.1 万円、その他回線： 130.9 万

円）、私設回線が 3.4 万円（うち電話線： 0.8 万円、 CATV： 0.0 万円、

その他回線： 2.64 万円）となっている。

　 ま た 、 １ 企 業 当 た り の 通 信 回 線 の 容 量 は 、 ダ イ ヤ ル ア ッ プ 方 式 が

6.9Mbps（ う ち 電 話 線 ： 6.7Mbps、 そ の 他 回 線： 0.2Mbps）、 専 用 線 が

35.2Mbps（ う ち 電話 線 ： 18.8Mbps、 CATV： 0.1Mbps、 そ の 他 回 線 ：

16.3Mbps）、 私 設 回 線 が 5.1Mbps（ う ち 電 話 線： 0.1Mbps、 CATV：

0.0Mbps、その他回線： 5.1Mbps）となっている。

PC・LANの導入率の推移
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※通信回線の種類の解説
ﾀ ﾞ ｲ ﾔ ﾙ ｱ ｯ ﾌ ﾟ方式： 通 信 を す る 毎 に N T T 等 に 電 話 を か け て 回 線 を つ な ぐ 方 式
専 用 線： N T T 等 か ら 通 信 網 の 一 部 を 借 り 受 け る も の 。
私 設 回 線 ： 自 費 で 通 信 ｲ ﾝ ﾌ ﾗ を 敷 設 す る も の 。

ﾌ ﾟ ﾛ ｸ ﾞ ﾗ ﾏ ： SE の 作 成 し た ｼ ｽ ﾃ ﾑ 設 計 書 に よ り ﾌ ﾟ ﾛ ｸ ﾞ ﾗ ﾑ の 設 計 及 び ﾌ ﾟ ﾛ ｸ ﾞ ﾗ ﾑ の 作 成
に 従 事 す る 者 。
ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ 管 理者： ｵ ﾝ ﾗ ｲ ﾝ ｼ ｽ ﾃ ﾑ や ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ の設計・ 開 発 及 び 運 用 管 理 を 主 た る 業 務 と
し て 行 う 者 。
ｼ ｽ ﾃ ﾑ 企 画・ 管 理 者 ： 社 内 の 情 報 ｼ ｽ ﾃ ﾑ に 関 す る 企 画 、 経 理 、 予 算 な ど を 担 当 す
る 者 。 ま た 、 外 部 の 情 報 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 業 者 と の 受 託 系 や っ く や 連 絡・ 交 渉 、 受 注 ｿ ﾌ
ﾄ・ 各 種 調 査 な ど の 成 果 物 の 納 品 や 情 報 ｼ ｽ ﾃ ﾑ に 関 連 す る 調 査 研 究 ﾌ ﾟ ﾛ ｼ ﾞ ｪ ｸ ﾄ の 実
施 に 携 わ る 者 。



６．適用業務別情報システムの活用 ・開発状況

　 企 業 内 に お け る

IT の 活 用 状 況 を 見

ると、経理・財務管

理、給与・人事・労

務管理など従来の用

途 に 、 引 き 続 き 約

90% 以 上 の 企 業 が

IT を活用している。

一方で、顧客情報管

理や技術情報管理等、

ナレッジマネジメン

ト （ K M） な ど の 新

しい分野の活用の伸

びはあまり見られな

かった。なお、 2000 年度においては、販売・在庫管理に IT を活用した

と回答する企業の増えたのが特徴で、これはいわゆるサプライチェーン

マネジメント（ SCM）の普及を反映しているものと考えられる。

７．電子商取引における情報システムの活用状況及び取引高

電 子 商 取 引 （ E C） に 関

する項目は、今回から調

査を始めた。この結果、

20％ 近 い 企 業 が 、 B t o B

に お け る 受 発 注 管 理 に

E C を 活 用 し て い る こ と

がわかった。他方、顧客

情報管理、取引・決済、

アフターサービスなどの

面で E C を活用している

企 業 は 、 5% に も 満 た な

かった。

　なお、取引高については、現在集計中であるため、確報公表の際に同

時に取引高の集計結果も公表する。

適用別情報システムの活用状況
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担 当 課： 商 務 情 報 政 策 局
　 　 　 　 情 報 処 理 振 興 課
担 当 者： 村 上 、 井 上
連 絡 先： 3 5 0 1 - 2 6 4 6

ECの適用業務
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